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先行実施の取組の考え方

1

事業者の取組の評価実施には条例改正が必要になることから、
各種調整・手続きを進め、2025年度の施行を予定

一方、2030年度までの残り期間を考慮し、条例改正を待たずに
できることから順次、取組を進め、新たな評価・支援制度の
本格運用につなげることが重要

本日は、現在検討中の主な２つの取組について御報告



①事業者の取組を「見える化」する
特設サイトの作成
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計画書等の公表方法（現状）
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制度開始(2010年度)以降、事業者から提出
された計画書等ごとにページを作成・公表
（約8,000ページ）

 文字情報中心の構成で、事業者の取組を
適切に「見える化」できていない。

 情報の検索性が乏しい。

 管理面での負担も大きい。

現在の公表ページ



計画書等の公表方法（見直しイメージ）
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 既に公表済の情報をグラフ化等し、事業者の取組を個別・横串で「見える化」
する特設サイトを作成（令和５年度中に公開予定）

 公表済データの検索・抽出機能や、CSV等でのダウンロード機能を実装予定

 新たな評価・支援制度導入後（2025年度～）、事業者の評価結果を追加表示

特設サイトTOPページ（まとめ情報ページ）のイメージ

事業者自身

金融・投資機関

研究機関

県民

見える化



②計画書任意提出者（中小規模事業者等）
の認証制度の創設
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認証制度のイメージ
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 中小規模事業者等の計画書制度活用促進策の一つとして、

計画書等の任意提出者の認証制度の創設（最速で2024年度から）を検討中

 認証者に対しては各種インセンティブを付与することで取組意欲の向上を促進

＜インセンティブの例＞

 県ＨＰ等での公表、ＰＲ

 認証マークの提供

 補助金の上限額上乗せ など

 他自治体の導入状況等を参考に、認証の要件等を今後検討



（参考）北海道における取組事例

 一定規模未満の事業者による簡易報告書の任意提出が可能

 「ゼロカーボンチャレンジャー」に登録し、簡易報告書を提出することで、
公共入札参加資格での加点評価や、金融機関の利率優遇等を受けることが可能

※出典：北海道庁ＨＰ
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（参考）岩手県における取組事例

 CO2排出抑制に向けた具体的な計画・取組を行っている企業等を県が認定
（取組の内容に応じて４段階にランク分け）

 登録企業等は、産廃処理業者格付制度・公共入札参加資格での加点評価や、
県の低利融資の利用、補助金上限額の優遇等を受けることが可能

※出典：岩手県庁ＨＰ
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